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【論文の構成】 
はじめに 
第 1 章 本研究の問題意識を提示する。 

第 2 章 本研究が取り扱う領域に関して体系的に先行研究を行う。 
第 3 章 研究目的と研究方法を述べる。先行研究と先行事例から仮説を導出する。 

第 4 章 詳細な事例の分析を行い，仮説を実証する。 

第 5 章 本研究の考察を行う。 
第 6 章 本研究の結果を出す。さらに，今後の課題について述べる。 
おわりに 

【論文の内容】 
１．研究目的 
日本では，企業規模の大小を問わず，イノベーションに向けての研究開発活動を加速化させている。

経営リソースを多く保有している大企業は既に高い技術開発力を整えたのに対して，資源や人材等経

営リソースが不十分な中小企業（North，2001:pp.303-307）はイノベーション創出を促進するために，

外部連携によるイノベーションの創出がより一層重要となっている。その中で，研究開発型企業は独

自の研究開発力や技術を持つといえども，研究開発内容の複雑化により，１社単独でイノベーション

を創出し続けることは難しくなっている。元橋（2005:pp.2-3）によれば，中小企業における産学連携

と研究開発ネットワークについて，日本のイノベーションシステムが大企業の自前主義から，外部連

携によるネットワーク型に変わっていく中で，イノベーションシステム変革の鍵を握るのは，研究開

発型中小企業の役割と産学連携の活発化の二つの要素である。 
先行研究では，シュンペータ(1934，邦訳 p.182) は，「イノベーションを新規の，もしくは，既存

の知識，資源，設備などの新しい結合」と定義している。チェスブロウ ( 2003，邦訳 p.8) は自社内

でのクローズ・イノベーションだけでは，企業の技術革新を持続できなくなったので，オープンイノ

ベーションは企業内部と外部のアイデアを有機的に結合させ価値を創造することと提唱している。 
研究開発型企業について，平尾他（1985:pp.45-48）は，研究開発型企業とは，独自の技術力，製品

開発力を自社の経営戦略の要諦に据え，豊かな企業家精神をもって事業展開を図る，独立系の中堅中

小企業のことであると定義する。軽部他（2007:p.27）は，イノベーションを実現するために，研究開

発投資や人材といった資源を事前に動員することが重要であり，新しい知識の創造プロセスと同時

に，必要な資源が動員されるプロセスはイノベーションの実現に不可欠であると述べている。 

産学連携によるイノベーション創出について，原山（2003：pp.iv-v）は「大学と産業という二つの

異なるドメインが存在することを前提とし，そこから相乗効果が生まれ，さらに大学と産業が持つそ

れぞれのポテンシャルが高まり，この一連の連鎖的なプロセスを「産学連携」 と呼ぶことにする」と

述べている。林（2020:p.87）は，堀切川教授を核とする支援チームで仙台，福島，宮城おおさき，上

山で展開している活動を考察している。産学連携の課題については，澤井（2010：p.27）は，企業は

利益を追求する存在である一方，大学は知を追求する存在であり，一見矛盾する両者は産学連携によ

る共同作業が難しく，確たるイノベーションの出口がなかなか見えてきていないと述べている。 
以上により，グローバル化が進展し，研究開発型企業といえども，1 社単独でイノベーションを創

出し続けることは難しい中，産学連携によるイノベーション創出に焦点をあて，本研究では，研究開



発型中堅中小企業等がイノベーション創出に連携（産学連携，産産連携等）を活用する場合が見受け

られるので，その連携の仕組み，連携メンバーの果たす役割や機能等を明らかにすることを研究の目

的としている。 

２．研究方法 
本研究では，製造業において，産学連携によるイノベーションを創出するためには，外部との共同

研究による技術連携活動などを重視し，自社のコア技術に近い特定分野の技術開発に集中する中堅中

小企業を研究対象とし，問題意識に基づき，先行研究を行い，先行研究と 2社の連携事例から仮説を

導出し，既存情報とメールでのヒアリング調査により，綜研化学株式会社と株式会社コイワイの詳細

な事例分析を行い，仮説を実証し，考察する。 

３. 事例分析 
先行研究と先行事例から，「研究開発型企業が産学連携によるイノベーションを起こすためには，

外部の技術も活用し，技術面も理解できる経営者が必要である」という仮説を導出した。綜研化学株

式会社と株式会社コイワイを事例として取り上げ，仮説を実証した。 

４. 考察 
事例分析により仮説を実証するとともに，研究開発に力を入れ，独自の技術を持っている研究開発

型企業は外部連携によるイノベーション創出を活発にしてきており，外部との連携が中堅中小企業に

おけるイノベーションの創出で重要な役割を果たしていることが明らかになった。自社の経営リソー

スに限らず，イノベーション創出を成功させるため，産学連携を重要な手段として，経営トップの研

究力や技術力をベースにしたトップのリーダーシップ力等も加えて，より効果的な連携成果が期待さ

れている。 
５．研究結果 
事例を分析した結果，研究開発型企業が産学連携によるイノベーションを起こすためには，外部の

技術も活用し，技術面も理解できる経営者が必要であることや，連携活動により，技術力の向上だけ

ではなく，幅広い人的ネットワークができ，社業にも役に立ったことが解明できた。 
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